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2020県労連確定闘争（前半戦）
長時間労働の是正、非正規職員の処遇改善等で後半交渉の足掛かりを確保し、一時金の条例改正を了解

再任用職員の一時金は改定なし　会計年度任用職員の勤勉手当の改定は来年度から適用

　県労連は11月5日に労務担当局長と交渉を持ち、昨年から継続する課題のうち、〇働き方改革、〇非常勤等職員の処遇改善、〇不妊治療の制度改善の3課題について、後半の交渉に向けた当局の姿勢を質しました。（詳細は下記のとおり。）
　これに対して労務担当局長は、

・コロナ禍で全職員一丸となって取組む一方、応援職員を送り出す所属にも大きな負担が生じており、心から感謝する。また、教育現場では授業のオンライン導入などに取り組んでいると承知しており、感謝する。

・多くの職員が条例の基準を超えた時間外勤務を行っているのは事実である。
・職員の命と健康を守り、モチベーションを維持していくことは重要であり、どういう対応ができるかについて、しっかり話し合っていきたい。

・非常勤職員等の課題については、賃金、休暇、業務を含めて、今後話し合っていきたい。

・給与改定があった場合、適用は翌年4月からとの申し合わせがあることから、今期の会計年度任用職員の期末手当は削減しない。（適用は2021年度から）

・不妊治療の制度改善については、まずは療休取得が

できるようにするのが必要と考えるが、当事者の意見を聞き取った上で、今後話し合っていきたい。

との回答がありました。（回答の詳細は裏面）

　この回答を持ち帰り、県労連幹事団として協議し、「交渉の後半戦での要求実現に一定の足掛かりを確保できた。」ことを確認し、再開した交渉で政金県労連議長から「先ほどの交渉での局長の回答コメントを受け、県労連幹事団として10月30日の当局の提案について協議した。一時金については勧告に基づき、11月の議会での条例改正について県労連として了解する。最終的な決着については今後の月例給等の交渉を含めた判断としたい。なお、今後の月例給等の交渉においては、コロナで奮闘している職員のモチベーションにつながる交渉を行いたい。当局も協力願いたい。」として交渉を終了しました。
　今期の確定闘争は、人事委員会勧告が一時金と月例給にそれぞれ分離して勧告されることとなったため、交渉も前半は一時金にしぼり、後半は月例給と県労連の要求課題とに分けて交渉することとなりました。

　ただし、確定交渉としては一体のものとすることを10月30日の幹事団交渉において労使で確認しており、交渉の最終妥結は後半の交渉終結時となります。

　後半の交渉では、今回の〇働き方改革、〇非常勤等職員の処遇改善、〇不妊治療の制度改善、の課題で具体的な改善を勝ち取るとともに、災害時の労働条件等の整備などの諸課題について当局に要求していきます。
県労連幹事団の発言

◇働き方改革について

〇働き方改革の取組方針、時間外80時間超ゼロと年休取得15日の目標達成は今年は不可能な状況であり、コロナ禍とはいえ残念だ。引き続き時間外条例超えの消に努めるとともに、最低でも年休5日以上の取得を推進する取組みを強化してほしい。

〇夏休暇取得状況データを次回交渉で示すこと。

〇コロナ対応で全職員体制で頑張っており、長時間労働が増えている現状に対し、具体的な対策を示してほしい。

〇コロナ禍で学校現場においても業務量が増えている。最近は感染原因が家族というケースが増えており、土・日曜も教員は家族対応等で忙殺されている。この場合、特殊勤務の対象にならず、代休も取れない状況であることから、確実な手立てを考えてほしい。
〇働き方改革の方向性が、あたかも数字を減らすことになっている感が否めない。本来は業務をどのように減らすかが重要だ。残念ながら学校の多忙さは世間でも認知されてしまい、必要な講師を集めるのにも苦労している状況だ。

〇昨年以上に時間外の条例超えが増えている。条例の基準は、過労死ラインという科学的根拠により設けられている。たとえコロナ禍であっても、その基準は変わるものではない。後半の交渉では具体的な改善策を示していただきたい。

◇非常勤等職員の処遇改善について

〇民間企業では非正規職員の賃金が上がり、較差が是正される状況がある。こうした世の中の動きを踏まえ、県でも格差是正の措置をするべき。特に最低賃金の上昇も踏まえた改善が必要である。また、休暇についても療養休暇の有休化の改善が必要だ。

〇昨年度の交渉でも確認しているとおり、任用方法について引き続き協議し、2022年4月からの任用に間に合うよう改善していただきたい。

また、会計年度任用職員の報酬の決定根拠である「定型的・補助的業務」について検証を行い、該当しない業務については報酬の格付けを改善していただきたい。

〇「同一労働同一賃金」の視点から、会計年度任用職員の報酬の初号を改善していただきたい。

〇会計年度任用職員の休暇制度を正規職員と同等に。特に療養休暇については可及的速やかに改善していただきたい。

〇学校現場では必要な非常勤講師が確保できない状況がある。待遇を改善することでこうした問題を解消するよう検討してほしい。また、報酬が月額制から実績払いになったため、事務職の負担が大きくなっている。

〇非常勤講師の報酬について、週10コマだとボーナスが出ず、11コマだと出るというのは不合理な差であり、改善が必要。

〇先日、非正規契約社員に対する不合理な格差について最高裁でも判例が出たところであり、住居手当等の判例の適用をお願いしたい。休暇制度についても、育休の取得は3歳までで、常勤が認められる6歳までの部分休業がないなどの格差について改善が必要だ。

◇不妊治療についての制度改善について

〇不妊治療については実効ある制度を創設してほしい。また他県の状況がわかれば示してほしい。

〇確かに療休の運用が改善されたが、仕事と治療の両立に苦しみ、精神的負担を強いられるとの声が多く聞かれる。治療に専念できる長期休暇制度の創設し、仕事をしながらの治療と選択できるようにしてほしい。

〇友人の話だが、治療に数年間取組んだがうまく行かず、悩んだ末に治療をあきらめてしまった。長期休暇制度があれば、違った結果になったかもしれない。仕事を休みながらスケジュールを組むのは本人の精神的に苦しく、また職場の負担も大きい。

〇不妊治療について、当事者のヒアリングはぜひ行ってほしい。療休終了後に残っている仕事や、同僚にかける負担考えると、非常にストレスがたまると聞く。休暇が取れれば治療に専念したいと考える方は多い。

〇他県では女性のみ適用している例もあるが、男性にも必要という認識を持ってほしい。

◆労務担当局長回答

コロナ対応で多くの職員が取組み、応援職員を送り出した所属も負担が大きいと承知している。心から感謝する。教育現場では授業のオンライン導入などに取り組んでおり、併せて感謝する。多くの職員が条例の基準を超えた時間外勤務を行っており、特に保健福祉事務所の負担は非常に大きいことから、これまでも負担軽減に努めてきたところだが、引続き検討していきたい。

現在は健康医療局内に本部室を設置し、全庁的に応援職員の派遣を継続している。さらに9月7日付で事務事業の見直しに関する文書を発出し、原則事業の廃止や中止を行うとしたところだ。事業見直しはこれまでも行ってきたが、特に業務プロセスの見直しを積み重ねていくことで、負担の軽減につながるものと信じており、業務簡素化につなげていきたい。

また財政課では、調整を要する案件の２割は主任に任せることとしたほか、一部の資料添付を不要とした。人事課でも研修等の中止や簡素化に努めるほか、学校においても児童の健康観察等の負担について検証し、軽減に努めてきたところである。

　職員の命と健康を守り、モチベーションを維持していくことは重要であり、そのために何ができるのか、しっかり話し合っていきたい。

非正規職員の処遇改善については、同一労働同一賃金の考え方を踏まえる一方で、厳しい財政状況も考慮しなければならない。今年度から特別休暇を改善したところであり、会計年度任用委職員制度については今後の確定期交渉の中で話し合いたい。

なお、会計年度任用職員の一時金については、給与改定があった場合にも、翌年4月からとの申し合わせがあり、今期の削減は適用しない。

不妊治療の制度改善については、まずは療休取得ができるようにするのが必要と考えるが、当事者の意見を聞き取った上で、今後話し合っていきたい。

会計年度任用職員のみなさん
アンケート調査にご協力を！

自治労県職労は、会計年度任用職員性の改善に向けて、本庁職場を中心にアンケート調査をお願いしています。

既に職場に配布しましたので、11月中旬をめどに回答をお願いします！

